
（ 公 印 省 略 ） 

兵 高 研 情 第 1 2 号 

平成 28 年 9 月 23 日 

 

 各 高 等 学 校 長 様 

 各中等教育学校長 様 

 各特別支援学校長 様 

 

兵庫県高等学校教育研究会情報部会 

会 長  岩 田  薫  

（県立東播磨高等学校長） 

 

 

平成 28年度 兵庫県高等学校教育研究会情報部会 

地区別研修会（阪神・丹有地区）の開催について（案内） 

 

 

仲秋の候、貴職におかれましては、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。平素は本会

の教育活動について格別のご理解とご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、本会の活動の一環として、阪神・丹有地区における地区別研修会を下記の通り開催いた

します。校務ご多用のこととは存じますが、貴校教科「情報」に係る教職員の出席について、ご

高配くださいますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 日 時 平成 28年 10月 24日（月）13：30～16：30 （受付 13：00） 

 

２ 場 所 県立西宮香風高等学校 第３情報実習室 他 

西宮市建石町７−４３  電話 0798-39-1017 

 

３ 目 的 各校における校務の情報化を推進するために、「県立高等学校教務支援 

  システム」の現状と課題について情報交換を行う。 

 

４ 主 催 兵庫県高等学校教育研究会情報部会 

 

５ 内 容 (1) 教務支援システムの概要（システム導入業者より） 

        (2) 導入校の現状報告（平成 28年度運用開始校より） 

        (3) 研究協議 ～問題の解決に向けた具体的な取組について～ 

 

６ 備 考 「県立高等学校教務支援システム」について（県教育委員会の文書より） 

現在、単位制・通信制の県立高等学校 29校では、生徒の出席管理、成績処理

等を行う教務支援システムを導入しているが、設置年度等の関係から各校で独

自のシステムになっています。そこで、教務支援システムの統一化を図り、共

同発注することにより、担当教員および事務職員の事務負担軽減及び運用・保

守費用の軽減を図ります。 

 



（ 公 印 省 略 ） 

兵高研情第 12 号の２ 

平成 28 年 9 月 23 日 

 

教科「情報」担当者 様 

 

兵庫県高等学校教育研究会情報部会 

会 長  岩 田  薫  

（県立東播磨高等学校長） 

 

 

平成 28年度 兵庫県高等学校教育研究会情報部会 

地区別研修会（阪神・丹有地区）の開催について（案内） 

 

仲秋の候、皆様におかれましては、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。平素は本会

の教育活動について格別のご理解とご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、本会の活動の一環といたしまして、阪神・丹有地区における地区別研修会を下記の通り

開催します。校務ご多用のこととは存じますが、ご出席いただきますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 日 時 平成 28年 10月 24日（月）13：30～16：30 （受付 13：00） 

 

２ 場 所 県立西宮香風高等学校 第３情報実習室 他 

西宮市建石町７−４３  電話 0798-39-1017 

 

３ 目 的 各校における校務の情報化を推進するために、「県立高等学校教務支援 

  システム」の現状と課題について情報交換を行う。 

 

４ 主 催 兵庫県高等学校教育研究会情報部会 

 

５ 内 容 (1) 教務支援システムの概要（システム導入業者より） 

        (2) 導入校の現状報告（平成 28年度運用開始校より） 

        (3) 研究協議 ～問題の解決に向けた具体的な取組について～ 

 

６ 申 込 別紙の申込書をＦＡＸにて送信願います。 

        【送信先】阪神・丹有地区代表 県立西宮香風高等学校 岡田 義雄 

ＦＡＸ：0798-39-1018    〆切：10月 17日（月）必着  

        ※ 部会員でない方の参加については、参加料 1,000円をお願いします。 

          部会への入会（年会費 2,000円）の方もよろしくお願いいたします。 

 

７ 備 考 「県立高等学校教務支援システム」について（県教育委員会の文書より） 

現在、単位制・通信制の県立高等学校 29校では、生徒の出席管理、成績処理

等を行う教務支援システムを導入しているが、設置年度等の関係から各校で独

自のシステムになっています。そこで、教務支援システムの統一化を図り、共

同発注することにより、担当教員および事務職員の事務負担軽減及び運用・保

守費用の軽減を図ります。 

 



 

 


